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靖国問題特別委員会では年間を通して委員がテーマを定め、情報収集と学びを行いながら、委員会で協議してきた。ここに一部を報告する。
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Ⅲ　追悼施設問題　　　　　　　　　　　　　　　　　　栗田　英昭
Ⅳ　菅直人首相の「平和創造国家」構想　　　　　　　　川越　弘　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Ⅴ　政教分離問題―砂川政教分離違憲訴訟について　　　　 加藤　正勝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２０１０年１０月１０日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　靖国神社問題特別委員会発行
Ⅰ　靖国問題の本質～儀礼とその機能において～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千葉　保
　靖国問題の行き着くところは天皇制ということになるのでないだろうか。天皇のために命を捧げた者を英霊として祀ることにいたるのであるが、天皇崇拝のための様々な機構を、儀式の形で明治の初年から作り上げていった。
　もちろん初めから明瞭に幕末維新期の官軍戦没者を、招魂祭を行って、天皇が戦没者の「勲芳深く思召」されて行われるものであると触れ知らせ、天皇の恩恵を強調して手厚く祀った。こうして忠義な戦没者への尊崇の念を起こさせ、天皇に忠義であることを最高の徳としていた。その祀る場が1869年創建の東京招魂社であり、1879年に靖国神社と改称された。靖国神社は戦没者祭儀を通して天皇崇拝の中心的な神社となった。
　その後、天皇制国家建築に向けて、まずは直接的に徴兵による国民皆兵によって天皇の軍隊に国民のほとんどが関わることとなり、軍人勅諭によって天皇への忠義心が広げられた。政治形態として、国の体制を、神聖な天皇による統治と大日本帝国憲法によって定め、続いて教育勅語によって子供の時から天皇に忠義であることを教育の基礎として定めた。
　教育の観点では、毎日の儀式として、ご真影と奉安殿を各学校に置いてその前を通る時に深々と礼をすることとした。それは天皇への忠義と、天皇のために命を捧げる思いを植え付ける優れた機能であった。神話に基づく国史教育と共に、学校の式典も、拝礼を行うことを通して天皇への特別な忠誠心を繰り返し養っていったのである。
　天皇への忠義を、それぞれの家庭においても形の上で明らかにするものとして「大麻」(伊勢神宮のお札)の配布と神棚での拝礼が行われ、ついには「神社は宗教にあらず」と言って国民すべてに神社への参拝を強要するにいたった。国家総動員態勢の下では教会でも礼拝の最初に宮城遙拝が求められ、毎月８日には戦勝祈願祈祷会を行うこととなった。
　天皇を尊崇する儀礼を多く作り出し、儀礼という機能において精神的な刷り込み(ﾏｲﾝﾄﾞｺﾝﾄﾛｰﾙ)が起こり、儀礼は最終的に国民のすべてを統制する機能を果たすこととなった（国民儀礼）。
　儀礼によって、天皇崇拝から、天皇のために命を捧げるにいたる機能を果たさせていったことを考えると、今日の儀礼（入学式と卒業式における「日の丸」への拝礼、「君が代」斉唱。町の祭りであるかのような神社祭とそれへの参与を求められること）は、「国旗・国歌法案」の成立以後、かつての天皇制国家建設に向けての機能を果たしつつあるということができるのでないだろうか。天皇への忠義のための儀礼は、靖国神社問題の本質を表し、国民の心を方向付けていると言わざるを得ない。

Ⅱ“ヤスクニ”と教育の問題に関して　　　　　　　　　　　　　　　　

尾谷　則昭

　ここ数年の靖国神社問題と教育の関わりにおいては、主に公的な教育の現場における闘い、状況把握とその支援に重点が置かれ、関連して教科書問題が暫く取り上げられてきた。これらの闘いは続いており、教科書を取り巻く状況も益々危惧される状況に変わりはない。

「あなたには、わたしをおいてほかに神があってはならない。あなたはいかなる像も造ってはならない。」（出エジプト記20：3,4節）という第一戒、第二戒の言葉が、靖国問題に取り組むに際しての根幹であることを踏まえると、靖国問題と教育との関わりについては、私たちの日々の生活により密着した事柄に光を当てることも必要ではないかと思わされる。私たちの信仰者としての日々の歩みの中で出くわす様々な事柄との関係において、この第一戒、第二戒に従う意識を鮮明にして、信仰者としての姿勢･態度を貫く努力をしているかどうかが問われる。

先ず、最も身近な子弟の教育において、信仰の継承（福音の歓びを共有すること）にどれ程の祈りと具体的な時間を割いているだろうか。出エジプト記12章には「主の過越」について記されている。24節ではそれを継承すべきこと、26節27節では、子供にどう説明すべきか記されており、教える手法の大事な一つである親子の対話の手本として、周知の箇所である。

信仰者としての姿勢を貫くには、御旨を正しく受け留め、日々の生活態度を通しての周囲への感化（プラス・マイナス両面）に無自覚であってはならない。感化は教育であり、宣教の役割の一端を担っている。御旨を正しく受け留めるとは、単に神の側からの情報を私がどう受け留めるかまでではなく、受け止めた情報が周囲にどう伝達されるかまでにも意を払わなければならないことを意味する。このことに関しては、三瓶長寿牧師の近畿中会講演での根源的な問いかけが一つの方向性を示唆しており、然るべき取り組みが求められる。
元来、情報は人格を介して伝えられた。神の御旨もそうであった。しかし、今日では、私たちは日々の生活の中で、雑多な情報をマスコミを通して、人格を介さない無機質な情報として入手することを当たり前としている。信仰者はそのような情報を取得する時は、主の御旨･御心は何であるかというフィルターで濾過することが必要ではないだろうか。そうでないと無意識のうちに、主の御旨･御心にそぐわない思考パターンに慣らされ、気付かないうちに大勢に迎合して、信仰者としての姿勢がぶれていることにも無自覚になってしまう危険が伴うのではないか。日曜学校の生徒の減少、教会員に占める青年層の減少傾向は、少なからずこのことに関係があるように思える。

「教会の教育権回復」ということが渡辺信夫牧師によって唱えられて久しいが、その意図するところ＝神の主権を第一とし、その観点から全てを学び直し、その観点に立って教える＝に思いを致し、種々雑多な情報が氾濫する中で、大勢や時流に流されることなく、神の御旨や御心に峻厳に耳を傾けるよう心掛け、聴き取ったことを身近な者へ誠意と責任をもって伝えていくこと、これが一人一人に課せられた務めであり、福音の宣教であり、教育であり、靖国神社問題の解決へと繋がる路だと確信する。先ず、このことを第一とし、それに続いて、冒頭の事項にも関わることが求められているのではないだろうか。
Ⅲ　追悼施設問題
栗田　英昭
表題の問題に関する最近のニュースはないが、この問題に関する意見をまとめておきたい。
現代日本人の宗教は、多様である。神道だけではなく、仏教、キリスト教など、多種多様である。又信仰心はあるが、何でもよいという人もいる。一方、宗教をもたないという人もいる。現在は多様化の時代である。
そのよう中で、日本国政府は、靖国神社と特別な関係を持ち続け、国が招集して亡くなった人々のための慰霊・顕彰・賛美の施設としている。しかし、これに関しては、国内および国外から強い反対もあり、小泉内閣の福田康夫内閣官房長官の諮問機関「追悼・平和祈念のための記念碑等施設の在り方を考える懇談会」（追悼・平和祈念懇）は、2002年に一年間の懇談を経て報告書を発表した。国家が靖国神社以外の追悼施設を考えるのは、アジア、特に韓国や中国との間の外交問題となることを避けるためであるが、靖国神社反対派の人々の、今までに出されている国内の意見およびその理由は様々であり、次のようである。
１）国立千鳥ケ淵墓苑を活用する
1-1　靖国神社は死者の慰霊・顕彰・賛美施設であり、反対であるが、死者を追悼する場所があるべきである。それを、千鳥ケ淵墓苑とする。
1-2　墓苑は、神社ではなく、墓地であるから、死者を追悼する場所としてふさわしいのではないか。
２）新たな追悼施設を造ることに積極的あるいは消極的に賛成。
2-1　新たな戦死者を予想しているのならば、反対である。国家による追悼、第二の靖国には反対であるが、国家のために死んだものは国家が祀らなければならない。死者の追悼のための空間が必要である。
2-2　宗教者は市民であるだけでなく、国民でもある。宗教者としての反対は当然としても国民としてはただ反対ではいけないのであって、代案を出さなければいけないのではないだろうか。あるいは、「殺してはならない」「殺させてはいけない」という宗教の必然性を国民に説明・説得し、国民の支持を得ることが必要である。
宗教者が国民の支持の得られる代案を出さなければ、政治決着があるだけである。国内外のだれでも参加できる無宗教（反宗教ではない）の「追悼施設ないしは墓苑」を設置する。これまでのキリスト教界は、他者と共に市民社会を形成していこうとの「公共性」を十分に自覚していないのではないだろうか。
３）いかなる国立追悼施設の建設にも反対である
3-1　無宗教の施設であっても政治によって宗教的性格のものに変質させられる恐れがある。
3-2　国家が生死の意味付けをしてはならない。
3-3　戦争による死者を予想した施設として用いられる可能性が大きい。
Ⅳ　菅直人首相の「平和創造国家」構想

        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　川越　弘

９月10日、「防衛白書」を防衛省が発表した。この「白書」は、従来の民主党の主張と異なる多くの問題を含んでいる。８月27日、菅直人首相の私的諮問機関「新たな時代の安全保障と防衛力懇談会」の報告書が提出した「新たな時代における日本の安全保障と防衛力の将来構想－『平和創造国家』 を目指して」の要約を掲載しているからである。ここに、民主党内閣のもとで年末に予定される「防衛計画の大綱」策定の基本姿勢が見える。

この懇談会は、政権交代を果たした鳩山由紀夫内閣が2010年２月に組織したもので、「現在の防衛計画の大綱」の見直しを提言するために出来たものである。ところがこの菅首相の私的諮問懇談会の報告書は、米国や財界や防衛官僚の意を受けて、これまでの「基盤的防衛力構想」に示された憲法の前文と９条に代表される平和原則に縛られてきた諸原則を、全面的に否定し転換している。

ここにその主な問題点を取り上げる。

１．軍拡の一定の歯止めになってきた「基盤的防衛力構想」の全面的否定

冷戦期と異なる国際状況にあって、これまでの『基盤的防衛力構想』の受動的な専守防衛的姿勢から脱却して、『国際平和協力』・『安全保障』の分野で積極的に活動すべきだ。そのために、日本自身の防衛力を整備し、抑止力を発揮すること」としている。

２．集団的自衛権に関する従来の憲法解釈の見直し

「我が国が国際法上集団的自衛権を有していることは、主権国家である以上当然だ。しかし、従来の日本政府の公式立場は『憲法第９条の下で許容されている自衛権の行使は、我が国を防衛するため必要最小限度の範囲を超えるものであってはならない』とある。米艦船や米国本土へのミサイル攻撃を受けた場合、自衛隊が防護することは認められず、自衛隊が外国の攻撃を防衛できる集団的自衛権に関する従来の憲法解釈の見直しが必要だ。日米同盟の深刻な事態を発生させないため、日本政府が責任をもって取り組むことだ。また、その自衛隊の防護は日本の平和を確保する。『憲法論・法律論』から考えるのではなく、『日本として何をすべきか』という政治的意志が重要である」と。
３．海外の自衛隊の戦争行為を容易にするPKO５原則の修正と自衛隊海外派兵恒久法の制定

「自衛隊の任務は、他国の要員の警護や他国部隊の後方支援を認めるべきだ。これらは憲法の禁ずる武力行使とは無関係で、必要あらば従来の憲法解釈を変更すべきだ。国際平和協力活動は国家再建まで含む。脆弱国家や破綻国家では、住民や避難民の防護が必要であり、多機能型PKOにおいて文民や民生活動に従事する軍人等の警護が活動実施の鍵となる。ここでの武器使用は武力の行使とは無関係だ。国際的な常識や基準に照らし合わせて、従来の憲法解釈を変更する必要がある」。
４．財界の要求に応える武器輸出３原則の見直し

「近年、紛争後の平和構築・人道支援・災害救援・テロや海賊等、新しい安全保障問題対応の国際協力が拡大している。このような協力の手段として、防衛装備品・装備技術の活用は効果的だ。我が国には『武器禁輸政策』があるため、国際協力の促進の妨げとなっている。『平和創造国家』を目指す日本としては、武器輸出を可能とすべきだ。日本国内に有力な防衛産業が存在していることは、日本の防衛力を維持・発展させる上で欠かすことができない。日本の防衛生産・技術基盤の行き詰まりを打破するには、政府が国内防衛産業に長期的な視点で投資・研究開発・人材育成に努めるべきだ」。

５．事実上の非核２・５原則化をねらう非核３原則の将来的見直し

「米国は、同盟国である日本に『通常戦力』と『核戦力』の双方において『拡大抑止』を提供している。特に核戦力による拡大抑止は、日本の安全のみならず地域全体の安定を維持するためにも重要だ。それは核兵器廃絶の理念と必ずしも矛盾しない。日本の安全保障にとって大切なことは、核兵器保有国に核兵器を『使わせないこと』である。そのために拡大抑止力が必要となって来る。

日本の安全保障にとって、在日米軍の安定的な駐留は不可欠であり、日本による駐留経費の適切な負担は、これを支援する役割を果たすものだ。また、沖縄に米軍基地が集中している現状は、日本国内の基地負担のあり方としてはバランスを欠いており、その負担の軽減努力を継続しなければならないものの、沖縄の地理的・戦略的な重要性に鑑みて、総合的に判断されるべき性質を持っている」としている。

以上、この菅首相の私的諮問報告書は、これまでのわが国の安保・防衛政策に関する諸原則を変え、憲法９条のもとでの受動的な「平和国家」から、「日米同盟」のもとで自衛隊を武力による能動的な「平和創造国家」に転換させようとする極めて危険なものである。民主党政権は、安保・防衛政策でどこへ進もうとするのか。監視を緩めることはできない。

Ⅴ　政教分離問題―砂川政教分離違憲訴訟について　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　加藤　正勝

　最高裁から札幌高裁に差し戻しとなった空知太神社違憲訴訟は９月２２日（水）第２回口頭弁論を行い結審した。判決は２０１０年１２月６日（月）と決定した。
　判決後詳細に総括の報告の機会があるので今報告は要点のみとしたい。
２０１０年１月２０日最高裁大法廷判決は、空知太町内会館は「神社」と認定し、その空知太神社に砂川市の土地を無償で使用させていることは政教分離原則（憲法８９条、２０条１項）違反であると明確に判断した。しかし、判決は「神社を撤去させる以外の是正方法はないか、審理させるため差し戻す」というものであった。
あろうことか最高裁は解消方法を示唆するような例を示した。差し戻し審において砂川市長側は、最高裁の案に沿ってすべてを是正すると違憲解消案を提出したが、会館内にあった祠を鳥居の前に移動し、その部分の土地を一部有償で賃貸契約をすると言うのである。その案だと以前より神社が砂川市有地上にあることが明確になり、最高裁大法廷の違憲判断にも矛盾する。原告側は政教分離原則に基づく公正な判決を要求している。
この訴訟をそもそもなぜ最高裁大法廷で審理したのか多くの人が疑問を持った。ある弁護士は小法廷では違憲の判決しかなく、大法廷で富平神社と並行審理を行い、他例に倣う土地譲渡、賃貸の方法を札幌高裁に判断させるよう、（全国的な同様な事件の影響を考え）最高裁が違憲判決を出すのを避けたのではないかと推測しているが、そうだとすると事実上政教分離原則を司法が意図的に無効にするものではないか。政教分離原則の公正さは今正に札幌高裁の判決にかかっている。
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